
限
定
的
な
米
中
合
意

米
中
貿
易
協
議
は
、
米
国
の
対
中
関
税
第
４
弾
の

発
動
期
限
１２
月
１５
日
の
直
前
に
「
第
１
段
階
の
合

意
」
に
達
し
た
。
貿
易
戦
争
の
激
化
を
止
め
た
合
意

を
市
場
は
歓
迎
し
た
が
、
合
意
自
体
は
限
定
的
だ
。

重
要
な
内
容
は
、
中
国
に
よ
る
農
産
物
な
ど
対
米
輸

入
の
大
幅
増
加
と
米
国
の
対
中
関
税
の
一
部
撤
廃
し

か
な
い
。
中
国
の
知
的
財
産
の
保
護
強
化
や
技
術
移

転
の
強
要
禁
止
、
人
民
元
安
誘
導
の
抑
制
は
合
意
に

盛
り
込
ま
れ
た
が
、
具
体
策
も
新
味
も
乏
し
い
。
米

国
は
中
国
が
求
め
た
第
３
弾
ま
で
の
関
税
撤
廃
に
は

応
じ
ず
、
両
国
間
の
溝
が
深
い
中
国
の
産
業
補
助
金

な
ど
の
構
造
問
題
は
「
第
２
段
階
の
交
渉
」
に
先
送

り
さ
れ
た
。

合
意
が
こ
れ
だ
け
限
定
さ
れ
た
の
は
、
米
中
の
力

関
係
の
変
化
が
理
由
だ
ろ
う
。
従
来
は
好
況
で
余
裕

の
あ
る
米
国
が
関
税
拡
大
と
構
造
問
題
で
圧
力
を
か

け
、
景
気
減
速
の
中
国
は
防
戦
を
強
い
ら
れ
た
。
だ

が
昨
秋
か
ら
は
、
中
国
が
国
内
に
対
米
持
久
戦
を
説

く
姿
勢
に
転
じ
る
一
方
、
米
国
は
ト
ラ
ン
プ
大
統
領

が
今
秋
の
大
統
領
選
に
向
け
て
農
産
物
の
対
中
輸
出

の
回
復
が
必
要
に
な
り
焦
り
を
強
め
た
。
農
家
は
重

要
な
支
持
層
で
あ
る
の
に
、
貿
易
戦
争
に
よ
る
農
産

物
の
対
中
輸
出
の
激
減
で
経
営
破
綻
が
増
え
、
ト
ラ

ン
プ
政
権
へ
の
不
満
を
高
め
て
い
た
。
米
中
交
渉
も

中
国
が
「
米
農
産
物
の
大
量
輸
入
」
と
い
う
切
り
札

を
得
て
形
勢
を
挽
回
し
、
米
中
が
対
等
の
立
場
と
な

っ
て
最
小
限
の
譲
歩
で
決
着
し
た
と
い
え
る
。

こ
れ
で
は
「
第
２
段
階
」
の
交
渉
は
進
ま
な
い
。

交
渉
対
象
は
中
国
が
譲
歩
を
拒
む
構
造
問
題
が
絡
む

も
の
ば
か
り
で
あ
る
。
大
統
領
選
が
迫
る
ト
ラ
ン
プ

氏
が
、
す
ぐ
に
成
果
を
望
め
な
い
交
渉
に
時
間
を
割

く
と
は
思
え
な
い
。
交
渉
は
大
統
領
選
後
に
先
送
り

さ
れ
、
２
０
２
０
年
の
貿
易
戦
争
は
事
実
上
の
休
戦

と
な
る
だ
ろ
う
。

強
ま
る
米
中
対
立

一
方
で
米
中
の
対
立
は
激
し
く
な
る
。
米
国
が
４０

年
余
り
続
け
た
対
中
関
与
政
策
は
使
命
を
終
え
て
い

る
。
共
産
党
一
党
独
裁
で
国
家
資
本
主
義
の
中
国
に

米
国
経
済
へ
の
自
由
な
ア
ク
セ
ス
を
認
め
る
関
与
政

策
は
、
中
国
が
豊
か
に
な
れ
ば
民
主
主
義
と
自
由
市

場
経
済
に
転
換
す
る
と
の
期
待
に
基
づ
い
て
い
た
。

し
か
し
、
習
近
平
国
家
主
席
が
共
産
党
一
党
独
裁
と

国
家
資
本
主
義
の
堅
持
を
明
確
に
し
て
、
２
０
１
８

年
に
は
習
主
席
の
任
期
制
限
が
撤
廃
さ
れ
た
こ
と
で
、

関
与
政
策
は
正
当
性
を
失
っ
た
。

今
後
は
米
中
の
先
端
技
術
の
覇
権
争
い
も
広
が
る
。

中
国
が
「
中
国
製
造
２
０
２
５
（
注
）
」
と
い
う
指
針
を
出

し
て
技
術
覇
権
へ
の
関
心
を
示
す
よ
う
に
な
っ
た
た

今
村

卓

い
ま
む
ら

た
か
し

米
国
経
済
の
見
通
し

―
―

米
中
対
立
の
今
後
の
展
開

丸
紅
執
行
役
員
経
済
研
究
所
長

（注）中国製造２０２５：２０１５年５月に中国政府が発表した、中国製造業の発展を目指
す行動計画。「製造強国」を目指し、高度な中間素材、部品、製造装置について、
２０２５年までに７割を国内で生産することを企図 242020・2



め
で
あ
る
。
軍
事
利
用
が
可
能
な
５
Ｇ（
第
５
世
代

移
動
通
信
シ
ス
テ
ム
）や
Ａ
Ｉ
な
ど
の
技
術
で
は
中

国
が
優
位
に
な
り
、
中
国
の
巨
大
Ｉ
Ｔ
企
業
が
中
国

政
府
と
結
託
し
て
デ
ジ
タ
ル
覇
権
を
制
す
る
可
能
性

も
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
統
制
が
強
ま
る
可
能
性
も
、
米

国
を
刺
激
し
て
い
る
。

た
だ
、
米
国
に
は
関
与
政
策
に
代
わ
る
包
括
的
な

対
中
政
策
が
な
い
。
今
後
は
中
国
と
の
先
端
技
術
の

覇
権
争
い
、
拡
大
す
る
安
全
保
障
上
の
懸
念
に
押
さ

れ
て
中
国
へ
の
技
術
流
出
の
阻
止
を
目
的
と
し
た
対

外
規
制
と
制
度
運
用
の
強
化
を
進
め
る
な
ど
、
場
面

ご
と
の
反
応
が
続
く
の
だ
ろ
う
。

安
全
保
障
を
理
由
に
し
た
中
国
の
企
業
と
製
品
の

米
国
か
ら
の
締
め
出
し
は
、
確
実
に
強
ま
る
。
２
０

１
９
会
計
年
度
の
国
防
権
限
法
に
は
、
米
国
の
最
先

端
・
基
盤
技
術
を
守
る
た
め
、
中
国
を
念
頭
に
投
資

管
理
を
強
化
す
る
Ｆ
Ｉ
Ｒ
Ｒ
Ｍ
Ａ（
外
国
投
資
リ
ス

ク
審
査
現
代
化
法
）、
輸
出
管
理
を
強
化
す
る
Ｅ
Ｃ

Ｒ
Ａ（
輸
出
管
理
改
革
法
）が
盛
り
込
ま
れ
た
。
Ｆ
Ｉ

Ｒ
Ｒ
Ｍ
Ａ
を
通
じ
て
Ｃ
Ｆ
Ｉ
Ｕ
Ｓ（
対
米
外
国
投
資

委
員
会
）の
権
限
も
強
化
さ
れ
、
中
国
企
業
に
よ
る

米
国
企
業
の
買
収
は
ベ
ン
チ
ャ
ー
投
資
を
含
め
て
厳

し
く
制
限
さ
れ
た
。
フ
ァ
ー
ウ
ェ
イ
な
ど
中
国
の
通

信
装
置
・
ビ
デ
オ
監
視
装
置
企
業
５
社
の
製
品
の
政

府
調
達
等
も
制
限
さ
れ
た
。
今
後
は
２
０
１
９
年
１２

月
に
成
立
し
た
２
０
２
０
会
計
年
度
の
国
防
権
限
法

に
よ
り
、
中
国
の
国
有
企
業
か
ら
連
邦
資
金
を
使
っ

た
バ
ス
・
鉄
道
車
両
の
調
達
が
禁
じ
ら
れ
る
。

米
中
両
国
の
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ（
分
断
）も
進
む
。

２
０
１
８
年
ま
で
は
米
中
経
済
の
相
互
依
存
関
係
が

深
ま
る
一
方
だ
っ
た
が
、
貿
易
戦
争
が
激
し
く
な
っ

た
２
０
１
９
年
は
、
１
―
１０
月
の
累
計
で
米
国
の
対

中
輸
入
、
輸
出
、
貿
易
赤
字
が
そ
ろ
っ
て
前
年
同
期

比
１４
〜
１５
％
減
と
す
で
に
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
は
始
ま

っ
て
い
る
。「
第
１
段
階
の
合
意
」
で
は
歯
止
め
に

な
ら
な
い
。
２
０
２
０
年
は
米
国
の
対
中
投
資
・
輸

出
の
規
制
の
強
化
、
中
国
の
基
幹
技
術
の
自
主
開
発

や
重
要
部
品
の
国
産
化
が
進
ん
で
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ

は
加
速
す
る
だ
ろ
う
。

米
中
対
立
と
デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
が
進
む
と
コ
ス
ト

も
大
き
く
な
る
。
米
国
と
中
国
の
経
済
の
緊
密
な
相

互
依
存
関
係
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー

ン
の
発
展
が
可
能
に
し
た
企
業
の
自
由
な
競
争
の
な

か
で
選
ん
だ
最
適
地
の
組
み
合
わ
せ
で
あ
り
、
効
率

的
な
生
態
系
だ
っ
た
。
こ
れ
ま
で
の
米
中
貿
易
戦
争

と
投
資
や
輸
出
の
規
制
強
化
は
そ
の
生
態
系
を
崩
し

始
め
て
い
る
。
今
後
も
既
存
の
投
資
が
無
駄
に
な
る
、

コ
ス
ト
が
上
昇
す
る
な
ど
効
率
の
低
下
は
避
け
ら
れ

ず
、
米
中
両
国
の
経
済
は
も
ち
ろ
ん
同
チ
ェ
ー
ン
に

組
み
込
ま
れ
る
世
界
経
済
も
悪
影
響
を
受
け
る
だ
ろ

う
。米

景
気
の
拡
大
は
続
く
が

長
期
停
滞
の
様
相
へ

２
０
２
０
年
の
米
国
経
済
は
、
上
記
の
米
中
対
立

の
悪
影
響
を
受
け
て
設
備
投
資
と
輸
出
の
停
滞
が
避

け
ら
れ
な
い
。
だ
が
、
雇
用
は
堅
調
を
保
ち
、
個
人

消
費
は
多
少
減
速
し
て
も
安
定
し
た
伸
び
が
期
待
で

き
る
こ
と
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ（
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
）が
政

策
金
利
を
現
状
の
１
・
５
〜
１
・
７５
％
に
据
え
置
い

て
低
金
利
が
続
き
住
宅
投
資
が
上
向
く
と
予
想
さ
れ

る
た
め
、
景
気
の
停
滞
や
後
退
に
追
い
込
ま
れ
る
お

そ
れ
は
小
さ
い
。
２
０
２
０
年
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長

率
は
２
％
弱
、
潜
在
成
長
率
並
み
の
安
定
的
な
景
気

拡
大
に
落
ち
着
く
と
見
込
ま
れ
る
。

と
は
い
え
、
米
中
対
立
の
米
景
気
へ
の
影
響
は
小

さ
く
な
い
。
米
製
造
業
の
景
況
感
指
数
は
２
０
１
９

年
１１
月
ま
で
４
カ
月
連
続
で
活
動
縮
小
を
示
す
５０
割

れ
を
続
け
、
最
近
は
設
備
投
資
も
減
少
に
転
じ
た
。

ト
ラ
ン
プ
政
権
は
２
０
１
７
年
に
法
人
税
率
を
大
幅

に
引
き
下
げ
て
設
備
投
資
の
喚
起
を
図
っ
た
が
、
自

ら
仕
掛
け
た
米
中
の
貿
易
戦
争
と
対
立
に
よ
り
米
国

企
業
の
投
資
意
欲
を
削
い
で
し
ま
っ
た
と
い
え
る
。

多
く
の
企
業
は
減
税
で
増
え
た
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ

ー
を
自
社
株
買
い
に
回
し
て
株
主
に
還
元
し
、
株
高

に
は
な
っ
て
い
る
。
だ
が
、
こ
の
ま
ま
で
は
設
備
投

資
の
停
滞
が
続
き
、
生
産
性
は
伸
び
悩
み
潜
在
成
長

率
が
頭
打
ち
に
な
っ
て
、
米
国
経
済
の
長
期
停
滞
が

一
層
現
実
味
を
帯
び
て
く
る
。
し
か
も
停
滞
を
打
破

す
る
政
策
手
段
が
見
当
た
ら
な
い
と
い
う
問
題
も
あ

る
。
Ｆ
Ｒ
Ｂ
が
追
加
利
下
げ
に
動
く
と
は
思
え
ず
、

大
統
領
選
を
控
え
た
時
期
の
減
税
や
イ
ン
フ
ラ
投
資

な
ど
刺
激
策
は
下
院
を
制
す
る
民
主
党
に
阻
止
さ
れ

る
か
ら
で
あ
る
。
大
統
領
選
の
選
挙
戦
で
も
ト
ラ
ン

プ
氏
も
民
主
党
候
補
も
、
こ
の
打
開
策
は
示
せ
な
い
。

景
気
後
退
は
な
い
が
、
長
期
停
滞
か
ら
抜
け
出
せ
ず
、

米
中
対
立
も
続
く
。
２
０
２
０
年
の
米
国
は
、
そ
う

し
た
閉
塞
し
た
ム
ー
ド
の
な
か
、
大
統
領
選
の
激
し

い
選
挙
戦
が
投
票
日
ま
で
続
く
展
開
に
な
る
と
思
わ

れ
る
。
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